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本県は、これまで、平成28年熊本地震（以下「熊本地震」という。）、新型コロナウイルス感染症
（以下「感染症」という。）、令和２年７月豪雨災害（以下「豪雨災害」という。）という３つの課題
への対応を最優先に、迅速かつ躊躇なく、様々な取組みを進めてきた。感染症は、法律上の位置づけが
５類へ移行したことを踏まえ、必要な対応を継続することになる。また、熊本地震と豪雨災害からの創
造的復興についても、引き続き残る課題へ対応していく必要がある。
その一方で、令和３年10月に公表した「中期的な財政収支の試算」で、令和６年度の財源不足額を47

億円と見込んでいたところ、本県特有の半導体関連産業の集積促進に関する社会資本整備や公共施設等
の老朽化対策等の推進などを背景に、「令和６年度当初予算の大まかな収支見通し」では、財源対策を
行った上でもなお59億円の財源不足額が見込まれている。
また、感染症の５類移行を踏まえ、地方財政の構造が平時に戻ることが想定され、これまでの国から

の特例的な財政支援を前提とした事業執行は行えなくなることから、必要となる財源確保について合理
的な見通しを立てるなど、財政運営の持続可能性の確保に十分配意する必要がある。
さらに、県債償還について、熊本地震関連事業分が増大し、今後、豪雨災害関連事業分が本格的に始

まる中、中長期的に安定した財政運営を行っていくためには、特に将来負担を意識しながら、引き続き
財政健全化に取り組んでいく必要がある。
このようなことから、令和６年度予算は、次の点を踏まえた編成とする。

(1) 熊本の更なる発展につながる必要不可欠な取組みを推進する。

(2) 令和６年度の大まかな収支見通しにおける財源不足の解消を図るため、また、将来の県債償還
の増加を見据え、一般行政経費や投資的経費にシーリングを設定のうえ、将来負担を意識して、
歳入歳出の見直しを徹底する。

１ 基本的な考え方
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２ 大まかな財政収支の見通し

● 県財政の状況について県民等への説明責任を果
たし、全職員が県財政の現状について共通の認識
を持つことで、より質の高い予算編成を目指す観
点から、大まかな収支見通しを作成した。

● この大まかな収支見通しは、令和５年度当初予
算を基礎として、令和６年度地方財政収支の仮試
算を踏まえ、それぞれに一定の仮定のもと推計。
この結果、

①歳出 ８，７２３億円
②歳入 ８，４４７億円
（財源対策 ２１８億円）
③要調整額 ▲５９億円
となった。

※ この差額▲５９億円は、財政調整用４基金の
残高を８０億円程度確保することを前提とし
ている。

● よって、予算編成においては、施策の選択と集
中を徹底するとともに、更なる歳出抑制や歳入増
加策を講じて、財源確保に努める必要がある。

(単位：億円)

R5年度 R6年度 増減

（歳出）

人件費 1,678 1,770 92

一般行政経費 4,500 3,657 ▲843

投資的経費 1,757 2,050 293

公債費 1,018 1,067 49

繰出金 182 179 ▲3

歳出合計(A) 9,136 8,723 ▲413

（歳入）

地方税等一般財源 5,143 5,229 86

国庫支出金 1,791 1,291 ▲500

地方債 762 922 160

その他 1,000 1,004 4

歳入合計(B) 8,696 8,447 ▲249

差引差額(B-A=C) ▲440 ▲277 163

財源活用(可能)額(D) 440 218 ▲222

要調整額(C+D) 0 ▲59 ▲59

(財政調整用４基金残高) 83 83 0
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● 新年度予算は、知事の改選期を挟んだ予算となることから、当初
予算は骨格予算として編成する。

● 新規・政策的経費については、重点的に取り組むべき事業（「熊
本地震」、「感染症」、「豪雨災害」関連事業等）の一部を除き、
要求の対象外とし年度前半に補正予算（肉付け予算）として追加計
上する。

３ 予算編成方針のポイント

(1) 重点的に取り組むべき事業

重点的に取り組むべき事業（「熊本地震」、「感染症」、「豪雨災害」関連事
業等）については、継続して実施すべきもの、あるいは新規であっても年度当初
からの事業着手が必要なものに限り、所要見込額を要求できるものとする。

※骨格予算編成に当たっては、年間を見据えた収支計画等が必要であることか
ら、新規性の強いもの、あるいは政策判断を要するものについても、別途、
肉付予算に向けた意見交換を行う。

【主な予算要求基準】
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(2) 上記(1)以外

財源不足額や将来の公債費負担を考慮し、次のシーリングを設定

①一般行政経費 令和５年度当初予算の一般財源等の範囲内の額を限度として要
求できるものとする。ただし、施設の基礎的な運営経費や民間団
体への委託費・補助金等の算定にあたっては、県民・事業者の活
動に支障を及ぼすことがないよう十分配慮する。

②投資的経費

ア 補助事業：対前年同額
イ 単独事業（維持系）：対前年同額
ウ 単独事業（維持系を除く）：対前年度比80％

※国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく防災・
減災、国土強靱化関連事業及び災害復旧事業については、所要見込額を要求で
きるものとする。
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[参考]令和６年度予算要求基準概要

① 人 件 費

所要見込額② 扶 助 費

③ 公 債 費

(1)義務的経費 (2)重点的に取り組むべき事業

(3)一般行政経費（(2)以外）

① 一般行政経費 令和５年度当初予算の一般財源等の範囲内の額

② 強靱化関連、税交付
金等・法定負担金

所要見込額

(4)投資的経費（(2)以外）

① 補助事業 令和５年度当初予算の範囲内の額

② 単独事業 （維 持 系）令和５年度当初予算の範囲内の額

（維持系以外）令和５年度当初予算の80%以内の額

③ 国直轄事業負担金、強
靱化関連、災害復旧

所要見込額

「熊本地震」、「感
染症」、「豪雨災害」
関連事業等

所要見込額

※交通安全関連事業についても当該表の区分により分類する
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